
AEON Financial Service Co., Ltd. 

東京証券取引所市場第一部 
証券コード：8570 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・本日は、お忙しい中、弊社決算電話説明会にご参加いただき、　誠にありがとうございます。・私は経営企画を担当しております鈴木でございます。・何卒、よろしくお願いいたします。　



AEON Financial Service Co., Ltd. 

１. 連結・エリア別業容 
 

２. 連結・セグメント業績 
 

３. ２０１９年度の取組み内容 
 

【財務諸表における連結業績への取込み期間】 

決算期変更（３月末→２月末）に伴い、当社及び国内一部子会社（イオン銀行、イオンクレジット 

サービス、他３社）の連結業績への取込み期間は、以下の通りとなっております。 

 ・当連結会計年度（２０１９年４月１日～２０２０年２月２９日）は１１ヵ月 

 ・前連結会計年度（２０１８年４月１日～２０１９年３月３１日）は１２ヵ月 

  （前年同期間比は、前連結会計年度の１１ヶ月換算数値との比較） 

なお、国際事業は、決算期変更以前より、２月までに全ての子会社が決算を行っているため、 

当連結会計年度及び前連結会計年度は、いずれも現地１２ヵ月決算数値を取込んでおります。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・本日は、決算電話説明会資料の内容に沿ってご説明いたします。・初めに、連結・エリア別の業容、次いで連結・セグメント業績、最後に　2019年度の取組み内容についてお伝えしたうえで、皆さまより、　ご質問を頂戴したく存じます。　・なお、資料の説明に先立ち、財務諸表における連結業績への　取込み期間についてご説明いたします。・当社は、当連結会計年度より、決算期を２月末に変更しております。　これにより、当社及び、イオン銀行やイオンクレジットサービス等の一部の　国内子会社の連結業績への取り込み期間は、　当連結会計年度は　2019年４月１日から2020年２月29日　の１１ヵ月、　前連結会計年度は　2020年４月１日から2020年３月31日　は１２ヵ月、　となっております。・なお、国際事業は、決算期変更以前より、２月までに全ての海外子会社が　決算を行っているため、当連結会計年度、前連結会計年度はいずれも　１２か月間の数値を取り込んでおります。
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連結・エリア別業容 

(単位：億円） 

国内 国際 
クレジットカード 個品割賦 

 
住宅ﾛｰﾝ 

※1 

クレジットカード 個品割賦 
 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ
ﾛｰﾝ 

 ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ ｷｬｯｼﾝｸﾞ ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ ｷｬｯｼﾝｸﾞ 

取扱高 53,783 3,796 2,183 5,678 2,912 1,354 1,327 1,569 

111％ 103％ 101％ 114％ 112％ 100％ 127％ 97％ 

債権残高 ※3 11,137 4,944 6,954 23,901 1,011 1,005 2,094 2,487 

期首増減 +631 +203 +586 +3,665 △5 △22 +350 +190 

(単位：億円） 
イオン銀行預金残高 

合計 普通 定期 外貨 

実績 37,918 29,912 7,281 694 

期首増減 +3,084 +3,578 △871 +377 

(単位：万口座） 

イオン銀行預金口座数 

合計 ｸﾚｼﾞｯﾄ 
一体型 

ﾃﾞﾋﾞｯﾄ 
一体型 

実績 709 524 35 

期首増減 +53 +38 +11 

(単位：万人） 
有効会員数 

連結 国内 国際 

実績 4,527 2,889 1,638 

期首増減 +258 +49 +209 

➊国内：クレジットカード 
 ➢ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ取扱高：消費増税や天候影響により、起伏を繰り返し推移。 
（四半期別前年同期間比：1Q+9.0％、2Q+14.5％、3Q+7.2％、4Q+12.4％） 

  稼働会員数(※)は、入会・利用施策の効果により1,843万人（+94万人）。 
  ※直近1年間で1回以上利用した会員 

 ➢ｷｬｯｼﾝｸﾞ残高：利用者数128万人(△3万)、1人当り残高34万円(+1.6万) 
 

➋国際：個品割賦 
 ➢ﾏﾚｰｼｱにおける自動車・ﾊﾞｲｸの取扱高好調に加え、ﾀｲのｵｰﾄﾛｰﾝ等、 
  他の展開国での個品割賦事業が拡大 
 

➌国際：パーソナルローン 
 ➢ﾀｲでの個品割賦とﾊﾟｰｿﾅﾙﾛｰﾝの申込みおよび与信枠の一本化や 
  ﾏﾚｰｼｱでの中所得者向けﾊﾟｰｿﾅﾙﾛｰﾝが拡大 
 

➍連結・国内・国際：有効会員数 
  ﾃﾞﾋﾞｯﾄｶｰﾄﾞ、銀行単体口座を含む国内ID数は3,074万人（+64万） 
 ➢国内では、入会ｷｬﾝﾍﾟｰﾝやWEB明細化を通じてﾃﾞｼﾞﾀﾙID（WEB会員） 
  の獲得を推進。ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ新規会員数：185万人（前期比122％）  
 ➢国際では、ﾌﾞﾗﾝﾄﾞﾌﾟﾘﾍﾟｲﾄﾞや個品割賦、ﾊﾟｰｿﾅﾙﾛｰﾝ会員中心に増加 

➊ 

➋ ➌ 

➍ 
※1. フラット35、投資用マンションローンを含むイオン銀行の数値  ※2. 国内は前年度を11ヶ月とした数値との対比 ※3. 債権流動化を含む 

※（）内は期首差 

1 

前年同期間比※2 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・連結及びエリア別業容についてご説明いたします。・国内事業においては、昨年10月の消費増税前の駆け込み需要および　その後の反動や、台風、暖冬等の天候不順の影響もあり、　クレジットカードショッピング取扱高は前年同期間比１１％の増加となりました。　なお、国内事業の取扱高につきましては、前年度を１１ヵ月換算した数値を　比較対象とした、前年同期間比を用いております。・カードキャッシングについては、１人当りご利用額および残高の増加により、　取扱高は前年同期比１０３％、債権残高は期首差２０３億円増となりました。・国際事業においては、マレーシアにおける自動車やバイクの取扱高拡大に加え、　タイなどの他の展開国におけるオートローン事業の成長により、　個品割賦取扱高は前年同期比１２７％、債権残高は期首差３５０億円増と、　好調に推移いたしました。・また、タイでの個品割賦とパーソナルローンの申込みおよび与信枠の一本化や、　マレーシアにおいて中高所得者層を中心にパーソナルローンの利用が　伸びたことで、パーソナルローン債権残高は期首差１９０億円増となりました。・連結有効会員数については、国内事業では入会キャンペーンにより、クレジット　カード新規会員数は１８５万人、前年同期比１２２％となり、国際事業では、　ブランドプリペイドや個品割賦、パーソナルローンを中心に会員数を伸ばし、　顧客基盤の拡大に繋がっております。
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■国内事業 主な増減要因 
・カードショッピング取扱高は、2Q：消費増税駆込み需要で大幅増加、 
 3Q：反動減や天候不順で伸び率鈍化、4Q：外的マイナス影響無く好調 
 

・3Q以降の営業収益に対する販促費率は抑制傾向で推移 

 （3Q：16.0％、前期差△1.2pt、4Q：16.3％、同差△0.8pt） 

■国際事業 ※為替影響：営業収益+5億円、営業利益+1億円 
 

・香港は、厳しい経済環境下で収益を維持するも、貸倒費用が増加 

・タイおよびマレーシアは、取扱高及び営業債権残高が順調に拡大し増収。 

  一方で、前年同期のIFRS9適用の影響等により貸倒関連費用が増加。 

  なお、マレー圏の業績には、フィリピンにおける不適切会計の過年度 

 影響額12億円を含む。※詳細は決算短信P.4参照 

・債権流動化の連結利益影響額：288億円（165％、+113億円）  
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前年同期間比 

【四半期別販促費/営業収益率推移】 

連結・セグメント業績 
(単位：億円） 国内計 

※1 
国際計 
※1 

連結計 
 ※3 ﾘﾃｰﾙ ※2 中華圏 ﾒｺﾝ圏 ﾏﾚｰ圏 

営業収益 3,020 1,856 1,823 1,549 189 841 519 4,572 
前期比 101％ 98％ 100％ 111％ 97％ 116％ 110％ 104％ 

前期差 +37 △29 +6 +157 △6 +115 +48 +188 

営業利益 364 149 237 293 59 170 63 650 
前期比 106％ 132％ 90％ 85％ 83％ 122％ 47％ 93％ 

前期差 +21 +36 △26 △51 △11 +30 △70 △49 

営業利益率 12.1％ 8.1％ 13.0％ 18.9％ 31.9％ 20.3％ 12.2％ 14.2％ 

前期比 +0.6pt △2.1pt △1.5pt △5.9pt △5.0pt +1.0pt △16.3pt △1.7pt 

341 
前期比  87％ 

親会社株主に帰属する当期純利益 

国内 国際 中華圏 メコン圏 マレー圏 

人件費/ 
営業収益  

14.9％
(△0.8pt) 

14.3％
(△0.4pt) 

13.4％
(+0.3pt） 

13.9％
(△0.9pt) 

15.4％
(+0.0pt) 

貸倒関連費用/ 
営業収益 

6.9％ 
(△0.5pt) 

28.5％ 
(+5.6pt) 

19.1％
(+4.8pt) 

29.3％
(+2.4pt) 

30.7％
(+10.2pt) 

※1 国内計及び国際計は、各事業に属するセグメント間取引における相殺消去後の数値 

※2 リテールは個人向け中心のビジネス、ソリューションは加盟店向け中心のビジネス 

※3 本社・機能会社および連結消去額を含んだ数値 

※貸倒関連費用は利息返還費用を除き、人件費は旧基準を使用。（）内は前期差。 
  

2 

（億円） 

 

 
 

【四半期別カードショッピング取扱高推移】 

 0 

  

ｿﾘｭｰｼｮﾝ ※2 

 

0％ 

 
 

 

  

 

1Q 2Q 3Q 4Q 

19.2％ 
(+2.2pt) 

27.1％ 
(+9.5pt) 

16.0％ 
(△1.2pt) 

16.3％ 
(△0.8pt) 

※4Qの期間は、今期：1-2月、前期：1-3月 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・次に、連結およびセグメント別業績でございます。・図表上段右端の連結業績につきましては、営業増収となった一方で、　営業利益および親会社帰属の当期純利益は減益となりました。・国内事業では、前年度より会計期間が１ヵ月短いものの、各種取扱高および　営業債権残高が順調に拡大したことに加えて、今後の金利環境を鑑みた　債権流動化の前倒し実施等により、営業収益は前年同期比１０１％となりました。　また、上期における新規入会およびご利用施策の実施に伴う販売促進費の　増加に対し、第３四半期以降はコストコントロールに努めたことで、　営業利益は前年同期比１０６％の増益となりました。・国際事業では、中華圏は米中貿易摩擦や香港デモの影響等により減収、　減益となりました。　一方、メコン圏は安定した業容拡大に加えて、昨年１０月末の債権回収法の　厳格化に機動的に対応し、資産収益性を高めるべく償却債権の売却を行なった　ほか、人件費等のコストコントロールが図れたことで、増収、増益となりました。・なお、マレー圏については２ケタ増収となりましたが、貸倒関連費用の増加に　加えて、フィリピン子会社の不適切会計による影響等により、大幅減益と　なりました。
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■本社、機能会社 
■事業間消去 

【主な費用増加要因】  
・ 販売促進費                     +90   
   （ポイント費用 +48、その他 +42） 
    うち、ﾎﾟｲﾝﾄ10倍および20％還元：86 
 

・ 設備費                             +4 
   （減価償却費及びｿﾌﾄｳｪｱ償却費 +11） 

■中華圏        利益減   ▲11 
・ ｶｰﾄﾞｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ収益                  +0.4 
・ ﾊﾟｰｿﾅﾙﾛｰﾝ収益                    ▲4 
・ 貸倒関連費用                         +8 
  

【主な収益増加要因】  
・ 有価証券利息配当金        +18  
・ 債権流動化                    +116 

連結・セグメント業績－エリア別業績グラフ 

営業費用 
 

＋209億円 

営業収益 
 

＋157億円 

国内事業 

※各事業の数値は、本社・機能会社除く、セグメント間消去後の数値 

700億円 

営業利益 
前年度 

営業利益 
今年度 

650億円 
 

前期差 

▲49億円 

 
 

 

連結調整額  
▲19億円 

国際事業 連結調整 

 
 

 

営業利益 +21億円 営業利益 ▲51億円 

■マレー圏    利益減   ▲70 
・ ﾊﾟｰｿﾅﾙﾛｰﾝ収益          +25 
・ 個品割賦収益              +21 
・ 貸倒関連費用                        +63 
・ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ不適切会計：損益影響  ▲22      

■メコン圏          利益減   +30 
・ ｶｰﾄﾞｷｬｯｼﾝｸﾞ収益                  +10 
・ ﾊﾟｰｿﾅﾙﾛｰﾝ収益           +59 
・ 個品割賦収益               +7 
・ 貸倒関連費用                       +51 
 

3 

※2018年度12ヶ月累計期間と 
  2019年度11ヶ月累計期間の 
   単純増減（一部子会社は12ヶ月） 

 

   

   

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・次に、国内および国際のエリア別業績グラフでございます。・営業利益について、主な増減要因について示しておりますが、　ご覧の通りとなりますので、詳細説明は割愛させていただきます。　
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2018年度通期 2019年度通期 

償却額 ｽﾃｰｼﾞ３ ｽﾃｰｼﾞ２ ｽﾃｰｼﾞ１ 

連結・セグメント業績－メコン圏の貸倒費用増加要因 

（億円） 

【メコン圏における営業債権残高の 
          期首比増減の状況 】 

増
加
額 

減
少
額 

・ 営業債権残高の増加ペースが加速  
 →正常債権（ステージ１）の増加額は 
    前年同期比 1.1倍 
 

 →IFRS９号では正常債権に対しても 
   貸倒引当（12ヵ月分）が必要であり、 
   債権残高増加に伴い貸倒費用増加   
・経済環境の悪化により、延滞率が上昇 

■順調に債権残高が拡大するも経済環境の悪化により貸倒費用増 

          
            

※グラフ数値の為替は、20/2末ﾚｰﾄを適用。 

4 

 
 

 
 

 
 

 
 

メコン圏 通期実績 前期差 

営業収益 ８４１億円 ＋１１５億円 

貸倒関連費用 ２４６億円 ＋５１億円 

正常債権 １９億円 ＋１１億円 

延滞債権 ２２６億円 ＋３９億円 

4Q末実績 期首差 

営業債権残高 ３,１１６億円 ＋２２１億円 

延滞債権 ２５２億円 ＋４８億円 

延滞債権比率 ８.１％ ＋１.０ｐｔ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・次に、メコン圏の貸倒費用の増加要因について、ご説明いたします。・左のグラフは、前期と今期におけるメコン圏の営業債権残高の増減額を　比較したものです。・タイでは２０１７年９月に総量規制が適用されて以降、個人のお客さまの　資金調達先の縮小が返済能力の低下をもたらしていると考えられます。　加えて、米中貿易摩擦の影響により、貿易産業の従事者を中心とした　与信リスクの高まりから、当社債権の延滞も徐々に増加しており、　貸倒費用の増加へと波及しております。
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連結・セグメント業績－マレー圏の貸倒費用増加要因 

(150)

(50)

50

150

250

350

450

2018年度通期 2019年度通期 

償却額 ｽﾃｰｼﾞ３ ｽﾃｰｼﾞ２ ｽﾃｰｼﾞ１ 
（億円） 

【マレー圏における営業債権残高の 
            期首比増減の状況 】 

増
加
額 

減
少
額 

 ＜今期のトピックス＞ 

 ・営業債権残高の増加ペースが加速 

  →正常債権（ステージ１）の増加額は 

     前年同期比 1.1倍  

 ＜前期のトピックス＞ 

 ・前１Qのマレーシア政府補助金施策が影響 

  →回収率改善により延滞債権残高が減少 

  →対象債権減少分の貸倒引当金を取崩し 

■前年度と今年度の状況変化により、貸倒費用は前年同期比大幅増 

          
            

5 

 
 

 
 

 
 

 
 

マレー圏 通期実績 前期差 

営業収益 ５１９億円 ＋４８億円 

貸倒関連費用 １５９億円 ＋６３億円 

正常債権 １６億円 ＋２１億円 

延滞債権 １４２億円 ＋４１億円 

4Q末実績 期首差 

営業債権残高 ２,８３３億円 ＋３６６億円 

延滞債権 ３０２億円 ＋５３億円 

延滞債権比率 １０.７％ △０.０ｐｔ 
※グラフ数値の為替は、20/2末ﾚｰﾄを適用。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・次に、マレー圏の貸倒費用の増加要因について、ご説明いたします。・今期は、前年同期に比べて正常債権残高の増加ペースが速く、　これに伴う貸倒関連費用の増加がございました。・また、延滞債権比率は期首より微減ではあるものの、延滞債権に対する　貸倒関連費用が大きく増加しております。これは、前期において、　マレーシア政府による低所得者向け支援策等により、延滞債権の回収率が　改善されたことから貸倒引当金の取崩しが発生し、貸倒関連費用の増加幅が　抑制されたためです。
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連結・セグメント業績－連結貸借対照表 
主要増減内容 ※（）内は期首増減 

【営業貸付金および銀行業における貸出金】 
・流動化を含む残高：4兆1,532億円（+3,899億円） 
    内、国内残高：3兆7,602億円（+3,243億円） 
     内、国際残高：3,493億円（+168億円） 
・オフバランス残高（国内のみ） 
              ：1兆6,179億円（+2,900億円） 
    
    
    
    
    
    
    
   

・国内残高：5,594億円（+1,496億円） 
  →社債：2,300億円（+1,400億円） 
・国際残高：5,053億円（+582億円） 
 ※国内および国際の数値には、本社・機能会社を含む 

・国内残高：7,160億円（+1,089億円）※本社を含む 

  →有価証券の売却や債権流動化により増加 

【イオン銀行預金】 
・普通預金：2兆9,912億円（+3,578億円） 
・定期預金：7,281億円（△871億円） 
・外貨預金：694億円（+377億円） 

・金銭の信託：503億円（+279億円） 

・流動化を含む残高：2兆1,256億円（+1,549億円） 
    内、国内残高：1兆8,091億円（+1,218億円） 
    内、国際残高：3,105億円（+344億円） 
・オフバランス残高（国内のみ） 
             ：5,824億円（+649億円） 
 

連結（単位：億円） 4Q実績 期首増減 

現 金 預 け 金 7,628 +1,183 

営 業 貸 付 金 8,605 +100 

銀行業における貸出金 1兆6,747 +897 

割 賦 売 掛 金 1兆5,431 +899 

貸 倒 引 当 金 △1,143 △114 

そ の 他 1兆544 +2,307 

資 産 合 計 5兆7,813 +5,272 

預 金 3兆7,902 +3,211 

有 利 子 負 債 
( 預 金 除 く ） 

1兆648 +2,079 

そ の 他 4,685 △108 

負 債 合 計 5兆3,222 +5,169 
１ 

純 資 産 合 計 4,590 +103 

負債及び純資産合計 5兆7,813 +5,272 
※事業会社化に伴い、支払承諾見返（資産）および支払承諾（負債）は削除 

6 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・次に連結の貸借対照表です。・現金預け金は、本社への調達機能の集約化に伴う借入や有価証券の　売却、債権流動化の実施等により、期首差１，１８３億円増となりました。　また、銀行業における貸出金が８９７億円増加し、　資産合計は５兆７，８１３億円、期首差５，２７２億円増となりました。・負債においては、国内にてクレジットカードやデビットカード一体型など、　決済の利便性や、各種サービスのご利用に応じた、金利・手数料の　優遇特典などによって、普通預金を中心に預金が３，２１１億円増加し、　負債合計は５兆３，２２２億円、期首差５，１６９億円増となりました。・これらの結果、純資産は４，５９０億円、期首差１０３億円増となりました。
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

19/4/1 20/2/28

普通社債 

転換社債 

ｺﾏｰｼｬﾙﾍﾟｰﾊﾟｰ 

短期借入金 

長期借入金 

リース債務 

【国内有利子負債の状況 】 

連結・セグメント業績－財務構造の変化 

■国内の調達の一元化と直接調達の拡大 

（億円） 

間接調達 
割合 

61％→33％ 

 ・19年度の社債発行1,800億により、長期化（長期割合約50％）と資金調達の安定化 

 ・間接調達から直接調達へのシフト（銀行借入から社債への転換により、AFS単体の 

  金融コストは期首比△11bp） 

 ・海外子会社への資本性資金の拠出（海外子会社への劣後性資金の融資） 

【2019年度の社債発行の状況 】 

7 

【調達資金の主な使途 】 

・イオン銀行住宅ローン劣後受益権購入 
       ・・・約400億円 
 
・ＡＳＢカンボジアへ劣後ローン供与 
             ・・・4百万米ドル(約4.4億円) 
 
・ＡＣＳマレーシア発行の劣後債（ワカラスクーク）購入 
       ・・・発行総額2億リンギット（約52億円）のうち、 
                            1億リンギット(約26億円) 
 

2019年度無担保社債 総額 平均利率 発行年限

第5回～第11回 1,800億円 0.28% 3.5年～7年

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・次に、財務面の取組みについて説明いたします。・今期より、当社はグループ各社の資金調達を集約して、直接調達へ　シフトする方針とし、そのための取組みを進めました。・具体的な内容の例がお示ししている社債調達です。　これまでの効果として、金融費用１１ベーシスポイントの低下がみられました。・また、低利かつ長期資金を元手に、子会社からのリスクアセット圧縮効果の　高い債権や子会社の資本増強に繋がる劣後債の購入、子会社への資本性　資金の貸付といった、グループ各社のギアリング対策にも主体的に　関与いたしました。
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2019年度の取組み内容 

8 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・続きまして、２０１９年度の取組み内容について、ご説明いたします。
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45

50

55

60

65

70

2017年度 2018年度 2019年度 

 
   
   

2019年度の取組み-ID獲得（国内） 

■若年層・都市部を中心とした顧客基盤の強化 

・マルエツカード 

 

・イオンカード（欅坂46） 

 

・イオンカード 
 （トイ・ストーリーデザイン） 

・イオン銀行CASH+DEBIT 
  （ディズニー・デザイン） 

 

 

 
  
    

 
 

 
 

  
 

 
 

 

©Disney/Pixar Ⓒ Seed＆Flower 

・住友不動産 ショッピング 
 シティイオンカード 

 

イオン銀行大阪梅田店 

近畿地方初の都市型路面店の出店 

⇒主要ターミナル駅（梅田駅）に立地 

  広域の商圏からお客さまが来店 

⇒周辺にお勤めの方の時間を有効活用 

⇒都市部への人口動態の変化も鑑み、 

  住宅ローン需要の取込み、 

  資産形成サービスの提案 

 
            

 
 

   
    

 【20～30代の会員獲得数推移】 

（万名） 

17/4-18/2  18/4-19/2 19/4-20/2 

 
 

 
 

若年層をターゲットとした新規入会・ 

ご利用キャンペーンの実施および 

新規カードの発行に加えて、 

首都圏に顧客基盤を有する企業 

との提携カードを発行。 

新規商品・サービス 

©Disney 

9 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・ 国内事業においては、若年層や都市部を中心に、顧客基盤の拡大を図ると　ともに、販売促進施策の実施を通じて、カード利用の促進を強化して　まいりました。・上期に、　「イオンカード　（トイ・ストーリー デザイン）」と「マルエツカード」を　発行開始したことに続き、　　下期には、　「イオン銀行ＣＡＳＨ＋ＤＥＢＩＴカード(ディズニー・デザイン）」、　「イオンカード（欅坂４６）」　、「住友不動産 ショッピングシティイオンカード」を　発行しました。・また、上期に実施した、２５歳以下を対象とした「新生活入会キャンペーン」や、　「最大２０％キャッシュバックキャンペーン」により、新規会員を獲得しましたが、　ターゲットとしていた２０代から３０代の若年層の会員の獲得が図れております。・銀行事業では、12月に近畿地方では初となる都市型店舗として、　「イオン銀行大阪梅田店」を開設しました。　Webで来店予約サービスをご利用いただくことで、店舗周辺にお勤めされる　お客さまの休憩時間やお仕事帰りの時間などを有効活用し、　住宅ローンのご契約や資産形成サービスのご相談にお立ち寄りいただくなど、　お客さまにとってより便利でご利用いただく環境を整備いたしました。・資産形成サービスでは、イオン銀行独自の資産シミュレーションツール　「ポートナビ」を全店導入し、投資信託だけではなく、外貨預金も含めて60パターン　　以上のモデルポートフォリオをご用意するなど、お客さまの資産形成ニーズや、　将来設計に寄り添った最適なご提案が可能なサービスを提供しております。　
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2019年度の取組み－デジタル化の推進 

■スマートフォンをはじめとするデジタルツールを活用した利便性の向上・顧客基盤・取扱高等の拡大 

10 

10%

30%

50%

70%

90%

100

300

500

700

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 

郵送コスト WEB明細比率 
（百万円） 

0 0％ 

2019年度 

【ご請求明細書WEB化の状況】 

 
 

 
     

 

 
 

■アジア最大級のショッピングモールに入居する 
 旗艦店にて、セルフ自動カード発行機導入（タイ） 
 

 ・クレジットカードの即時発行が可能 
 ・タブレットに入力したデータに基づき審査を行い、 
   カードを発行  

■ご請求明細書のWEB化により、郵送コスト  
  および環境負荷を軽減 

■スマートフォンアプリ「イオンウォレット」へ   
  カード入会申し込み機能・即時発行サービス 
   を追加 
 

■オンライン完結型ローン（香港） 
 

 ・申し込みから審査までモバイルアプリ 
  で完結 
 ・銀行口座への送金を即日実施   
   

■即時審査アプリ「AEON FAST」（インドネシア） 
 

 ・即時審査アプリの導入により、利用可能額の 
  審査時間を短縮 

中華圏 

メコン圏 

マレー圏 

国内 

※郵送コストには、印刷および封入費用を含む 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・さらに、2019年度は、国内外において、スマートフォンをはじめとする　デジタルツールを活用したお客さまの利便性向上及び顧客基盤や　取扱高の拡大を図りました。・国内では、５月にスマートフォンアプリ「イオンウォレット」にて最短５分で　審査を完了し、イオンカードを即時発行するサービスの提供を開始し、　お客さまの利便性を高めました。・イオンカードのご利用明細書の発行においては、11月引き落とし分より、　Web明細の基本サービス化を開始しました。　一部の提携カードや有料での明細郵送希望の方を除き、多くの方がＷＥＢ明細　へ移行したことで、大幅な郵送費の削減ならびに、　ＣＯ２排出量の軽減に繋がっております。・海外では、香港において、モバイルアプリからの申込みで、審査から　銀行口座への送金まで即日で完了する、オンライン完結型ローンの取扱いを　開始しました。　また、タイでは旗艦店にセルフ自動カード発行機を導入、　インドネシアでは個品割賦の即時審査アプリを導入するなど、　各国においてデジタル化を進めてまいりました。　
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システム（IT）/デジタル化投資の実績 

 
 

 

11 

2

3

4

5

6

7

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

'16年度末 '19年度末 

■国内：ペーパーレス化や本社機能集約、システム基盤整備等により、 
      収益対比の貸倒関連費用・人件費の目標水準を達成。  
 

■海外：携帯端末を活用したサービス拡充に注力、労働分配率が改善。 
      一方で、前年度の会計基準変更や経済環境の悪化等により、 
      貸倒関連費用率は上昇。 
 

連結従業員数 
連結営業債権残高 

 

+42％ 

+5％ 

 
 

（兆円） 

 
 

（万人） 

0 0 

2017年度 2018年度 2019年度 累計 計画 

投資実績 353億円 344億円 333億円 1,030億円 1,000億円 

国内 260億円 280億円 281億円 821億円 700億円 

国際 93億円 65億円 51億円 209億円 300億円 

投資のKPI 2017年度 2018年度 2019年度 計画 

貸倒関連費用 
/営業収益率 

国内 7.1% 7.5% 6.9% 7.0% 

国際 24.1% 22.9% 28.5% 22.0% 

人件費 
/営業収益率 

国内 16.4% 15.6% 14.9% 15.0% 

国際 14.8% 14.7% 14.3% 14.0% 

  

 

      

 
 

      

      

 
 

      

      

【生産性向上の状況】 

17年3月 19年2月 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・続いて、システム・ＩＴ投資の実績について、お話しいたします。・当社は２０１７年度から２０１９年度までの３年間、デジタル化による業務の　効率化と収益力の更なる強化を推進するため、1,000億円のシステム・ＩＴ投資を　実施してまいりました。・国内では主に、ペーパーレス化や本社機能の集約、システム基盤の整備等を　進めてまいりました。　海外では、モバイルアプリでのサービス強化やAI技術を用いた審査・債権管理　システムの導入、債権回収体制の移行等、基盤整備に関する投資を　実施してまいりました。・これらの取組みを通じて、国内事業では営業収益に対する貸倒費用率や　労働分配率は計画値を達成いたしました。　一方、国際事業は、労働分配率は計画水準まで改善が図れたものの、　会計基準の変更に伴う想定以上の貸倒引当金の前倒し繰入に加えて、　経済環境の悪化等により、貸倒費用率は２０１８年度から大幅反転し、　計画未達となりました。・なお、右下のグラフは、生産性向上の参考指標として、２０１７年３月末と　２０１９年度２月末における連結従業員数と連結営業債権残高の伸び率を　比較したものです。　この３年間で連結営業債権残高は４割増加した一方で、従業員数の伸びは　低位に抑えられております。
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国内事業：サービスのWEB対応 

■イオンカード請求明細書のWEB比率が大幅拡大 

■イオン銀行口座保有者に占めるネットバンキング登録者率が拡大 

■カード入会や投信口座開設の店頭手続きはタブレット端末で完結（ペーパーレス化） 

各商品・サービスのWEB比率 

24% 
26% 

22% 

35% 

17% 

15%

20%

25%

30%

35%

40%

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 

ｲｵﾝｶｰﾄﾞ入会 

WEB明細 

ﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ登録 

投信口座開設 

75% 
70％ 

12 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・続いて、デジタル化の取組みを通じた、国内での各商品・サービスの　WEB化の状況について、ご説明いたします。・主要事業であるクレジットカードと銀行事業において、スマートフォンアプリの　開発や、WEB申込みキャンペーン等の実施により、ご請求明細書の　WEB明細比率やネットバンキングの登録率が伸長いたしました。・一方で、イオンカード入会申込みや投信口座開設に関しましては、　店頭窓口での相談を経て申込まれるケースが比較的多いものの、　タブレット端末によるペーパーレスでの手続きを行っております。・このように、サービス提供基盤のデジタル化による利便性・生産性の　向上を図りながら、リアルとバーチャルそれぞれのチャネルが持つ強みを　活かした営業活動を行っております。



AEON Financial Service Co., Ltd. 15 AEON Financial Service Co., Ltd. 

【カンボジア】 
・アプリでクレジットカードや電子マネーのQR決済、利用明細、 
 ポイント交換が可能。現地通貨建て電子マネーの提供により、 
 自国通貨の流通及びキャッシュレス化を促進 
 →社会課題の解決に貢献 
  

【マレーシア】 
・当社とグループ小売２社の会員カードをアプリへ集約、ID共通化。 
  クレジットカードや電子マネーのQR決済サービスを提供。 
 
 
 
 
 
 
                        （アプリ会員数56万名 / +43万名） 
 

国際事業：モバイル端末を軸にしたIDの拡大 

■主要な商品・サービスをモバイルアプリで提供 

 

M：ﾓﾊﾞｲﾙ対応 
ｸﾞﾚｰ：非展開 

中華圏 メコン圏 マレー圏 

香港 中国 タイ カンボジア ベトナム ミャンマー ラオス マレーシア フィリピン 
インド 
ネシア 

インド 

クレジット 
カード 

M M M M 
パーソナル

ローン 
M M M M M 

個品割賦 M M M M M M M 
電子マネー 
（プリペイド） 

M M 

保険代理 M M 

ポイントカード M 

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

会員数 19/12末 18/12末差 

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ 4.5万名 +1.7万名 

電子ﾏﾈｰ 1.9万名 +1.2万名 

会員数 20/2末 19/2末差 

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ 29万名 +1万名 

電子ﾏﾈｰ 140万名 +95万名 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・次に、国際事業における、モバイル端末を軸とした、ＩＤの拡大についてご説明いたします。・当社グループは、海外において１１か国・地域に展開しています。・ご覧のとおり、一部を除きますが、当社はイオンの小売店舗が展開している地域を中心に  クレジットカード、パーソナルローン、個品割賦、電子マネー、保険代理、ポイントカードなど  あらゆる商品・サービスを提供しています。　これらサービスの全てをモバイルアプリで提供していきたいと考えています。・具体的な事例を申し上げますと、　カンボジアでは、クレジットカードや電子マネーのＱＲ決済、利用明細、ポイント交換が　可能なモバイルアプリのサービスを提供しています。　　現地通貨、リエル建ての電子マネーサービスを提供することにより、　カンボジア政府が取り組む自国通貨の流通促進策に貢献し、安全・安心で便利な　キャッシュレスによる金融サービスを提供することにより、社会課題の解決に　貢献しております。・また、イオンの小売店舗が進出しているマレーシアを例に説明しますと、現地では、　イオンマレーシア、イオンビッグマレーシアの約４００万枚のポイントカード事業を受託し、　当社の既存メンバー２００万人と合計した６００万人のメンバーがいらっしゃいます。・このメンバーをアプリへ集約することで、ＩＤの共通化を図り、　電子マネーによる決済サービスの提供に加え、お客さまの購買情報等と連動させた　データベースマーケティンクﾞが可能となりました。・加えて、現地の航空会社や飲食店、オンライン企業、公共・交通機関など様々な　業界と提携し、お客さまの利便性を高めることで、今後も引き続き、メンバー数の　さらなる拡大を図ってまいります。
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2020年度 連結業績予想の未定理由について 
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  当社グループを取り巻く環境は、新型コロナウイルス感染症の影響範囲の拡大を受けて 

各国政府・金融当局が発出する非常事態宣言や各種規制等による経済活動の停滞、さらに今後、

長期化することが見込まれる世界経済の悪化により、先行き不透明な状況にあります。 

  当社は、日本を含むアジア11か国で事業展開しており、これら展開国の多くで政府による 

外出禁止令や企業に対する活動禁止令が出されるほか、商業施設の閉鎖命令等が出されており、

経済活動に少なからず影響が出始めております。 
 

  このような中、当社では、新型コロナウイルス感染症に関する対策本部を設置し、日々国内外の 

グループ各社と連携して、情報を把握し、状況の変化への適応を図っております。また、これまでの

デジタル化への取組みによって、省力化が図られるとともに、安全性の高い社内インフラが整備 

されており、状況の悪化が進む中でも、事業継続が可能である仕組みを有しております。 

AIやデータの活用により、業務効率化や生産性向上、サービスのデジタル化促進により、さらに 

省力化を進め、事態収束時の早期の業績向上に努めてまいります。 
 

  今後、新型コロナウイルス感染症が当社連結業績に与える影響につきましては、 

公表すべき事象が判明した際には速やかにお知らせいたします。 

＜「決算短信」より抜粋＞ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・最後に、２０２１年２月期の連結業績予想の未定理由について、ご説明いたします。・現在、当社グループを取り巻く環境は、新型コロナウイルス感染症の影響範囲の拡大を受けて　各国政府・金融当局が発出する非常事態宣言や各種規制等による経済活動の停滞、さらに　今後、長期化することが見込まれる世界経済の悪化により、先行き不透明な状況にあります。・当社は、日本を含むアジア11か国で事業展開しており、これら展開国の多くで政府に　よる外出禁止令や企業に対する活動禁止令が出されるほか、商業施設の閉鎖命令等が　出されており、経済活動に少なからず影響が出始めております。・このような中、当社は新型コロナウイルス感染症に関する対策本部を設置し、　日々国内外のグループ各社と連携して、情報を把握し、状況の変化への適用を図っております。・また、これまでのデジタル化への取組みによって、省力化が図られるとともに、　安全性の高い社内インフラが整備されており、状況の悪化が進む中でも、事業継続が可能で　ある仕組みを有しております。　AIやデータの活用により、業務効率化や生産性向上、サービスのデジタル化促進により、　さらに省力化を進め、事態収束時の早期の業績向上に努めてまいります。・このような状況等を踏まえ、現段階では、業績に与える影響に未確定要因が多いことから　2021年２月期の連結業績予想につきましては、合理的に算定することが困難と判断し、　未定としております。・ 今後、新型コロナウイルス感染症が当社連結業績に与える影響につきましては、　公表すべき事象が判明した際には速やかにお知らせいたします。以上、ご説明申し上げました。ご清聴いただきありがとうございました。  
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（参考）2019年度通期業績（香港、ﾀｲ、ﾏﾚｰｼｱ） 

FY2018_4Q FY2019_4Q 

実績 前期比 実績 前期比 

AEON 
CREDIT 
SERVICE 
(ASIA) 
 
(HK$’000) 

Revenue 1,322,678 102％ 1,297,686 98％ 

Profit before tax 524,122 116％ 444,930 85％ 

Profit for the period 437,254 116％ 370,083 85％ 

AEON 
THANA 
SINSAP 
(THAILAND) 
 
(BAHT’000) 

Total Revenues 20,641,701 111％ 23,300,952 113％ 

Profit before income 
tax 

4,434,243 119％ 5,143,787 116％ 

Net profit for the 
period 

3,566,624 119％ 4,120,231 116％ 

AEON 
CREDIT 
SERVICE 
(M) Berhad 
 

(RM’000) 

Revenue 1,365,843 114％ 1,598,775 117％ 

Profit before tax 472,191 122％ 390,441 83％ 

Profit for the period 354,624 122％ 292,046 82％ 

 ※各社発表資料より抜粋。香港とタイは連結の数値を表示。 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（備考）イオンタナシンサップ（タイ）は、４/２８（火）開示予定の決算発表後に実績数値を反映→WEBサイト掲載資料の差替え対応予定
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2018年度通期 2019年度通期 

実績 実績 前期比 

営業収益 186億円 181億円 97％ 

営業利益 73億円 62億円 84％ 

当期純利益 61億円 51億円 84％ 

2018年度通期 2019年度通期 

実績 実績 前期比 

営業収益 705億円 822億円 117％ 

営業利益 151億円 181億円 120％ 

当期純利益 121億円 145億円 119％ 

2018年度通期 2019年度通期 

実績 実績 前期比 

営業収益 413億円 421億円 113％ 

営業利益 128億円 102億円 80％ 

当期純利益 96億円 76億円 80％ 

■ イオンクレジットサービス（アジア）連結業績 

■ イオンタナシンサップ（タイランド）連結業績 

■ イオンクレジットサービス（マレーシア）業績 

為替ﾚｰﾄ：1香港ドル 
・2018年度通期：14.08円 
・2019年度通期：13.96円 

為替ﾚｰﾄ：1バーツ 
・2018年度通期：3.42円 
・2019年度通期：3.53円 

為替ﾚｰﾄ：1リンギット 
・2018年度通期：27.23円 
・2019年度通期：26.36円 

決算期 
・2019/3/1～2020/2/29 

決算期 
・2019/3/1～2020/2/29 

決算期 
・2019/3/1～2020/2/29 

（参考）2019年度通期業績（香港、ﾀｲ、ﾏﾚｰｼｱ） 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（備考）イオンタナシンサップ（タイ）は、４/２８（火）開示予定の決算発表後に実績数値を反映→WEBサイト掲載資料の差替え対応予定
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中華圏 ﾒｺﾝ圏 ﾏﾚｰ圏 国際計 連結 

期 首 貸 倒 引 当 金 残 高 36億円 305億円 176億円 518億円 1,028億円 

貸 倒 関 連 費 用 
（ 引 当 金 繰 入 ・ 損 失 ） 36億円 246億円 159億円 441億円 653億円 

貸 倒 償 却 額 
（ 移 管 債 権 等 含 む ） 33億円 206億円 125億円 366億円 538億円 

期 末 貸 倒 引 当 金 残 高 38億円 345億円 210億円 594億円 1,143億円 

（参考）ｾｸﾞﾒﾝﾄ別貸倒及び国内利息返還損失引当金の推移 

ﾘﾃｰﾙ ｿﾘｭｰｼｮﾝ 国内計 

期 首 貸 倒 引 当 金 残 高 27億円 479億円 501億円 

貸 倒 関 連 費 用 
（ 引 当 金 繰 入 ・ 損 失 ） 2億円 207億円 209億円 

貸 倒 償 却 額 
（ 移 管 債 権 等 含 む ） 2億円 170億円 172億円 

期 末 貸 倒 引 当 金 残 高 28億円 516億円 538億円 

（国内子会社） ｲｵﾝｸﾚｼﾞｯﾄｻｰﾋﾞｽ：319億円、ｲｵﾝ銀行：28億円、 
          ｲｵﾝﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄﾌｧｲﾅﾝｽ：78億円、ｲｵﾝ住宅ﾛｰﾝｻｰﾋﾞｽ：17億円 

■ 貸倒引当金残高（ｾｸﾞﾒﾝﾄ別） 

2018年度

4Q 

2019年度

4Q 

期 首 残 高 31億円 41億円 

繰 入 額 32億円 31億円 

利息返還額 21億円 23億円 

期 末 残 高 41億円 49億円 

■ 利息返還損失引当金の状況 

（利息返還額 ： ｷｬｯｼｭｱｳﾄ + 元本充当） 
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（参考）経営の方向性 

■金融サービスから、総合サービスへの変革を目指す。 
国内外の課題 

スーパーアプリの
脅威 

IT技術の 
ビジネスへの 
取込・活用 

国内人口の 
減少・市場の

縮小 

生活ニーズの 
多様化 

今後のイオンフィナンシャルサービスの取組み 

Beyond Finance 
金融サービスから総合サービスへの変革 

<全社ミッション> 

<ビジョン> 
・お客さまの家計消費に関わるサービスを全て提供 

・お客さまの毎日の生活に欠かせないサービスを創造 
・パートナー事業者と共にお客さまを拡大し、ご利用を促進 

・多様な顧客ニーズを実現する複合サービスを提供する 
 ことにより、グループ内外で会員基盤を拡大 
・業務の効率化、低コスト化(デジタル強化・データ活用) 
・新たな事業分野への進出 

<2020年度方針> 

アウトカム 

イオンで一番便利で
お得なサービス 

イオン以外でも便利
でお得なサービス 

生活・金融サービスの
ワンストップアクセス 

アンバンクト層の 
生活水準向上を 

サポート 

ライフスタイルに 
合わせた家計管理・ 

資産形成 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・この度、当社は全社ミッションとして『Beyond Finance』という言葉を掲げました。　従来より、当社の経営理念は「金融サービスを通じ、お客さまの未来と信用を活かす、　生活応援企業」としています。 ・お客さまが分割してモノを買えるようになり、生活水準が向上したり、ローンを借りることで、　その資金を将来のために投資できたり、いざというときの保険を備えることで、安心して生活　できたり、と金融サービスを提供することで、人々の生活を応援してまいりました。 ・しかし、この変化の激しい時代において、「生活応援企業」であり続けるには、　これら金融サービスの提供だけに留まらず、お客さまの毎日の生活に欠かせないサービスを　創造し、家計消費に関わるサービスを全て提供していく必要があると考えています。・そして、イオンに加え、多様なパートナーシップを通じて、顧客基盤を拡大し、　新しい価値を創出する必要があります。　そのためには、イオングループ店舗はもちろん、イオン以外でもお客さまにメリットがあるよう、　自治体や外部企業と連携し、複合的なサービスを提供することで、お客さまとのタッチポイント　を拡大していくことが鍵となります。　パートナーとの連携により、相互送客や附帯特典の拡大などから始め、生活・金融サービスの　ワンストップ化を目指したいと思います。 ・現在、当社を含む国内の金融サービス事業者は、GAFAやBAT等、巨大テック企業や、　スーパーアプリの脅威に晒されています。今後、スーパーアプリが主流となると、　商品・サービスの中に決済などの金融サービスが組み込まれ、全てのデータが　スーパーアプリに総取りされてしまう、といった事態になり得ます。　これに対抗するためには、様々な金融以外のパートナーと組むことによって、当社ならではの　生活支援サービスができる会社を目指し、他社と差別化していくことが必要であると考えています。  ・パートナーの商品・サービスを利用したお客さまの決済や融資を取り込み、自社のお客さまにする。　また、ＡＦＳのお客さまに対しては、お客さまの興味に合ったパートナー企業の商品・サービスを　レコメンドすることで購買を促し、パートナー企業にとってのお客さまにもなります。　双方で送客することで、お客さまを獲得する機会が倍、或いはそれ以上になるという訳です。  ・お客さまにとって無くてはならない金融サービス会社になるためには、公共サービスの提供も　重要だと思っています。日本では、今後キャッシュレスを推進していくことからも、　自治体サービスの決済システムを担ったり、地域住民の健康支援策を行ったりと、　地域の課題解決、活性化につながる取り組みを行政と実施することも考えられます。・当社は、この「エコシステム」の構築、拡大を通じ、スーパーアプリに対応し、イオングループ　ならではの「生活応援企業」としてより一層の成長を実現してまいりたいと考えております。
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本資料のうち、当社の将来的な経営戦略や営業方針、業績予測等にかかわるものは、 

いずれも現時点において当社が把握している情報に基づいて想定、算出されたもの 

であり、経済動向、業界での競争、市場需要、為替レート、税制や諸制度等に関わる 

リスクをはじめとする様々な不確実要素を含んでおります。従って、将来、実際に公表 

される業績等はこれらの種々の要素によって変動する可能性があります。 
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